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1977 年学習指導要領改訂における 

「小学校低学年の理科と社会の合科非決定」の審議過程での 

現職教員への意見聴取 

 

佐藤 恵律 

 
How Teachers Opposed the Proposal to Create the New Subject Combined Science and Social 

Studies in the Elementary School in the Curriculum Revision Process in 1977 
 

Eri SATO  
 

The purpose of this paper is to analyze how teachers opposed the proposal to create the new subject combined science 
and social studies in the elementary school in the curriculum revision process in 1977. Therefore, this paper focuses on the 
summary of proceedings in the general meeting of the Curriculum Council from 1973 to 1976 that the author obtained their 
own. Finally, it revealed that teachers disapproved of the proposal by some scholars and members of the Council and the new 
Courses of Study reflected opinions of teachers. 

 
 

目 次 

 
1. 課題の設定 
2. 1977 年改訂の審議概要 
3. 小学校低学年合科に関する議論の審議過程 

3-1. 四六答申 
3-2. 諮問から中間まとめ 
3-3. 中間まとめから審議のまとめ 

4. 考察と課題 
 
 
1. 課題の設定 

 

日本では、学習指導要領が初等・中等教育のカリキ

ュラムの基準となっている。各学校は、このカリキュ

ラムに基づいて授業を行う。学習指導要領は戦後、

1947 年に文部省より初めて発表されて以来、現在に

至るまでおよそ 10 年に 1 度の頻度で文部省、2001 年

の省庁再編以降は文部科学省（以下、文科省）内の教

育課程審議会（以下、教課審）、省庁再編以降は中央

教育審議会（以下、中教審）の教育課程部会での審議

をもとに改訂され、教育内容や教育方法が更新され

ている。 
しかし、実際に授業を行う現職教員から見ると、改

訂案は学校現場での問題点を克服したものになって

いない場合や、現場での実情に沿わない場合がある。

例えば、2020 年度より施行された小学校の新学習指

導要領は、現行のカリキュラムと比べ多くの変更点

を有する。例えば、小学校では英語が教科化されるこ

とや、プログラミング教育が盛り込まれることなど

が大きな変更点である。しかし、現行のままでもすで

に授業時数は十分多く、保護者対応や書類仕事など

教員の負担は過重なものになっている。新たな学習

内容に対応するのは困難だというのが多くの現場の

声だろう。 
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このように、現場の実情に沿わない教育改革が実

行されてしまう原因として、学習指導要領改訂を含

む教育政策には政府の政治的な意図が優先されてし

まう点が指摘されることが多い（広田 2014）。しかし、

学習指導要領改訂に政治の影響が色濃く表れている

と言っても、学習指導要領改訂に関わった人物は政

治家や行政官のみではない。現職教員も学習指導要

領改訂過程に何らかの形では関与しているはずであ

る。なぜ現職教員も学習指導要領の改訂には多少な

りとも関わっているはずなのに、現場の意に沿わな

い改訂が行われるのだろうか。そこで、現職教員らの

意見をどのように改訂へと反映させたのか、または

反映させることができなかったのかが検討されるべ

きである。 
本研究では、現職教員の意見が学習指導要領の改

訂にどのように反映されたのかという問題関心から、

1977 年改訂に向けた教課審の審議における現職教員

の参加の状況を検討し、小学校低学年での理科と社

会の合科に対して、現職教員がどのような意見の表

明を行っていたかを明らかにすることを目的とする。

小学校低学年の理科と社会の合科は、1989 年改訂で

「生活科」の新設として達成されたが、1977 年改訂

の段階でも審議の主要な論点であった。しかし、合科

は 1977 年改訂では達成されていない。1977 年改訂

は、他の改訂と比較して、委員に占める現職教員の比

率が高い改訂である。また、審議過程において現職教

員の意見を聴取するための機会を多く設けていた。

これらの点から現職教員の意見の聴取を重視してい

たという特徴を有する改訂である。生活科の形成過

程に関する先行研究としては、吉冨・田村（2014）が

存在するが、教課審の中間まとめや答申を資料とし

て用いるにとどまっている。 
本研究が分析に用いる資料は、教課審の議事録や

議事概要、「内外教育」、「文部時報」等である。なお、

1977 年改訂の教課審総会議事概要は、文部科学省の

情報公開制度を利用して入手した。学習指導要領改

訂の史料を用いた分析は、答申や改訂を用いた水原

（1992 等）や、1958 年改訂の議事録を分析した佟

（2016 等）や澤田（2015 等）等が中心となっており、

1977、78 年改訂の議事録を用いて審議過程を分析し

た研究は存在しなかった。教課審の議事録は、丸山ら

（2012）、釜田ら（2012）により、1949～1967 年の

ものに限って所在が明らかにされている。また、1996
年以降の議事録の多くは文科省のホームページ上で

確認することができる。そのため、1977、78 年改訂

に関わる議事録は所在が明らかになっていなかった。

したがって、議事録の所在が明らかになっている

1958 年改訂の研究等に比べると先行研究の量も極め

て少なく、答申等を用いた研究にとどまる（水原 1992
等）。吉冨・田村（2014）は 1977 年改訂について、

小学校低学年における社会科と理科の合科の案に対

して教育団体から反対があったことを、当時文部省

小学校教育課指導係長であった高岡浩二氏へのイン

タビューから示しているものの、具体的にどのよう

な反対意見があったのかという点までは明らかにす

ることができていない。本研究で文科省の情報開示

制度を用いて議事概要を入手し、審議過程をより詳

細に分析することができている点で意義があると考

えられる。 
 
2. 1977年改訂の審議概要 

 

 1977 年改訂の審議は、1973 年 11 月 21 日に開かれ

た教課審総会にて、奥野文相より小、中、高校の教育

課程の改善の諮問を受けたことより始まる 2。諮問の

背景としては、まず知育偏重是正論が高まっている

ことや、週休二日制の普及に対応して学校週五日制

議論が起こっていることから、過密教育を是正し、教

育内容を検討し直す必要が生じていることが挙げら

れる 3。また、高校進学率が 90%に近づいてきている

状況から、高校教育の在り方の根本的検討も求めら

れている 4。このような背景から、従来とは異なり、

小・中のみではなく、小・中・高が一括で諮問された
5。また、諮問時期も従来 10 年ごとに行われていたこ

とから考えると、約 2 年前倒しで行われているとい

うことになる 6。まず、総会にて第一段階の審議が

1974 年 4 月まで行われ、学校教育や教育課程全般の

問題について議論された 7。次に、同年 5 月～7 月に

かけて第二段階の審議として高校教育の再編につい

て、第三段階の討議として同年 9 月～12 月にかけて

十二年一貫教育と教育内容の精選について審議され

た 8。これらの討議より、教課審としては一応の問題
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このように、現場の実情に沿わない教育改革が実

行されてしまう原因として、学習指導要領改訂を含

む教育政策には政府の政治的な意図が優先されてし

まう点が指摘されることが多い（広田 2014）。しかし、

学習指導要領改訂に政治の影響が色濃く表れている

と言っても、学習指導要領改訂に関わった人物は政

治家や行政官のみではない。現職教員も学習指導要

領改訂過程に何らかの形では関与しているはずであ

る。なぜ現職教員も学習指導要領の改訂には多少な

りとも関わっているはずなのに、現場の意に沿わな

い改訂が行われるのだろうか。そこで、現職教員らの

意見をどのように改訂へと反映させたのか、または

反映させることができなかったのかが検討されるべ

きである。 
本研究では、現職教員の意見が学習指導要領の改

訂にどのように反映されたのかという問題関心から、

1977 年改訂に向けた教課審の審議における現職教員

の参加の状況を検討し、小学校低学年での理科と社

会の合科に対して、現職教員がどのような意見の表

明を行っていたかを明らかにすることを目的とする。

小学校低学年の理科と社会の合科は、1989 年改訂で

「生活科」の新設として達成されたが、1977 年改訂

の段階でも審議の主要な論点であった。しかし、合科

は 1977 年改訂では達成されていない。1977 年改訂

は、他の改訂と比較して、委員に占める現職教員の比

率が高い改訂である。また、審議過程において現職教

員の意見を聴取するための機会を多く設けていた。

これらの点から現職教員の意見の聴取を重視してい

たという特徴を有する改訂である。生活科の形成過

程に関する先行研究としては、吉冨・田村（2014）が

存在するが、教課審の中間まとめや答申を資料とし

て用いるにとどまっている。 
本研究が分析に用いる資料は、教課審の議事録や

議事概要、「内外教育」、「文部時報」等である。なお、

1977 年改訂の教課審総会議事概要は、文部科学省の

情報公開制度を利用して入手した。学習指導要領改

訂の史料を用いた分析は、答申や改訂を用いた水原

（1992 等）や、1958 年改訂の議事録を分析した佟

（2016 等）や澤田（2015 等）等が中心となっており、

1977、78 年改訂の議事録を用いて審議過程を分析し

た研究は存在しなかった。教課審の議事録は、丸山ら

（2012）、釜田ら（2012）により、1949～1967 年の

ものに限って所在が明らかにされている。また、1996
年以降の議事録の多くは文科省のホームページ上で

確認することができる。そのため、1977、78 年改訂

に関わる議事録は所在が明らかになっていなかった。

したがって、議事録の所在が明らかになっている

1958 年改訂の研究等に比べると先行研究の量も極め

て少なく、答申等を用いた研究にとどまる（水原 1992
等）。吉冨・田村（2014）は 1977 年改訂について、

小学校低学年における社会科と理科の合科の案に対

して教育団体から反対があったことを、当時文部省

小学校教育課指導係長であった高岡浩二氏へのイン

タビューから示しているものの、具体的にどのよう

な反対意見があったのかという点までは明らかにす

ることができていない。本研究で文科省の情報開示

制度を用いて議事概要を入手し、審議過程をより詳

細に分析することができている点で意義があると考

えられる。 
 
2. 1977年改訂の審議概要 

 

 1977 年改訂の審議は、1973 年 11 月 21 日に開かれ

た教課審総会にて、奥野文相より小、中、高校の教育

課程の改善の諮問を受けたことより始まる 2。諮問の

背景としては、まず知育偏重是正論が高まっている

ことや、週休二日制の普及に対応して学校週五日制

議論が起こっていることから、過密教育を是正し、教

育内容を検討し直す必要が生じていることが挙げら

れる 3。また、高校進学率が 90%に近づいてきている

状況から、高校教育の在り方の根本的検討も求めら

れている 4。このような背景から、従来とは異なり、

小・中のみではなく、小・中・高が一括で諮問された
5。また、諮問時期も従来 10 年ごとに行われていたこ

とから考えると、約 2 年前倒しで行われているとい

うことになる 6。まず、総会にて第一段階の審議が

1974 年 4 月まで行われ、学校教育や教育課程全般の

問題について議論された 7。次に、同年 5 月～7 月に

かけて第二段階の審議として高校教育の再編につい

て、第三段階の討議として同年 9 月～12 月にかけて

十二年一貫教育と教育内容の精選について審議され

た 8。これらの討議より、教課審としては一応の問題
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点を挙げたという認識になる。従来の教課審は、数回

総会で全般的な審議をした後は各分科会に分かれて

実質的な審議を行うという流れであったが、本改訂

では総会で長期間にわたって全般的な審議を行い改

訂の方向性を設定した後に各分科会で具体的な内容

を決定している 9。 
また、現職教員の意見を聴取するための新たな試

みも行われている。1975 年 2 月には「教育課程改善

ブロック別懇談会」が全国 5 地区で開催され、教課

審委員と現職教員らの話し合いの場が設けられた 10。

最初に行われた九州地区での懇談会では、現職教員

から、教育内容の過密化に対する批判や授業時数の

削減の要求が行われた。その改善策として、教科書の

程度を下げることや抜本的なカリキュラム改革を行

うべきだという意見が出された 11。次に開催された北

海道・東北地区の懇談会では、中学校での必修科目の

削減と選択科目の増加が提言された 12。関東甲信静地

区では、指導内容が質的にも量的にも重くなってお

り、教員にとっても子どもたちにとっても時間的な

余裕がなくなっているという意見や、教科の内容精

選への要求、また特活を重視すべきという意見等が

出された 13。また、ブロック別懇談会に参加した委員

はそれぞれの地区の学校を数校視察している 14。ブロ

ック別懇談会の結果は教課審総会にてまとめられ、

共通的に出された意見は学習指導要領と教科書の程

度を下げ、内容量を減らすべきだということだと総

括された 16。さらに、現職教員のみにとどまらず、高

村会長は教育関係の学者からも意見を聞く方針を立

てた。同年 3月 11日に教課審で梅根悟（和光大学長）、

重松鷹泰（東京都立教育研究所長）、細谷俊夫（立大

教授）、上田薫（立大教授）の 4 人の教育学者からの

意見聴取を行っている。教課審が教育学者の意見を

まとめて聞く機会を設けたのも初の試みである。四

者の見解は以下の通りである。梅根氏は、高校進学率

が上がっているのだから、小・中・高の一貫性を持た

せることが必要だと述べている。特に、技術教育を国

民的教養として一本の筋を通した教育を行うべきだ

と主張している。また、授業時数の削減は週 5 日の 1
日 5 時間、計 25 時間が最高限度ではないかと述べ、

全体的にも弾力的な教育課程としていくことが望ま

しいとしている。重松氏は、子どもたち一人ひとりが

自分で事実を追求する力を伸ばすことが重要であり、

そのための教材を提供するという考え方が必要だと

述べている。細谷氏は、小学校では国語、算数、図画

工作、音楽等を重視すべきで理科と社会は 1～3 年の

間はやめてもよい等、教科の編成に関する具体的な

提案を行っている。また、高校では選択幅を増やし、

西ドイツのゲザムトシューレのように各自の適性に

応じた教育を行うことが良いとし、単位制とするこ

とを提案している。上田氏は、教育がイデオロギーの

問題に巻き込まれていることや、教育現場で校長と

教頭等の管理職と一般教員の関係性が悪いこと、教

育現場の無事故主義等を問題点として挙げている。 
 同年 6 月 13 日には、教課審は大きな問題として、

①小学校低学年の教科構成、②算数・数学を中心とし

た小・中・高の一貫性と水準、③中・高の内容の関連、

④授業時数等を挙げ、これらの解明のため、十九人の

委員を追加の上、三つの課題別委員会と総合調整委

員会をスタートさせた 17（第一委員会が小学校低学年

について、第二委員会が一貫性について、第三委員会

が中高の関連性について、総合調整委員会が授業時

数等について）。 
 同年 10 月 18 日の総会では、中間まとめである「教

育課程の基準の改善に関する基本方向について」が

発表された。審議の途中での審議結果を中間まとめ

として発表したのは教課審としては初の試みであり、

できるだけ多くの人の合意のもとで学習指導要領を

改善しようという意図によるものである 18。中間まと

めの概要は以下の通りである。まず、高校教育を再編

成することである。1 年生では必修科目を中心とし、

基礎的・基本的な内容を共通で学ぶ。その上で 2 年

生以降では、多様な選択科目を履修できるようにす

る。また、小学校 1 年生から高校 1 年生までの 10 年

間を国民が共通で履修する期間と捉え、一貫性を図

る。さらに、教育内容の精選と事業時数の削減が行わ

れることに決められた。中間まとめの発表後は、①初

等教育（小学校）、②中学校、③高校の三分科会 19と、

十の教科等別委員会の新設が決定した 20。新たに教育

専門家を主体とする委員 20 人と、臨時委員 5 人が加

えられている 21。各分科会は改善内容の審議に先立っ

て各校長会、都道府県教育委員会等指導事務主管部

課長会からの意見聴取を行った 22。一方、「中間まと
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め」に対しては日教組から批判的見解が発表されて

いる 23。日教組の槙枝委員長の談話では、「中間まと

め」は今日の教育の状況を鑑み、国民からの批判を反

映し、改善に向けての取り組みが見られているもの

の、教育課程の編成の主体が学校であることに触れ

ていない点や、民主教育の理念が意図的に削除され

ている点等が問題点として挙げられている 24。 
同年 11 月末から 12 月初旬にかけて、教課審委員

の代表が手分けをして青森、栃木、岡山、鹿児島等全

国の小中高の訪問を行い、現職教員から意見聴取を

行った 25。また、「教育課程の改善に関する意見を聞

く会」を 1976 年 7 月 21 日に開催し、学者、教育委

員会、校長会等関係団体からの意見聴取を行った 26。

意見聴取されたのは、梅根悟（日本教育学会長）、太

田善麿（日本教育大学協会長）、外川正勝（全国連合

小学校長会長）、谷合良治（全日本中学校長会長）、森

武夫（全国高校長協会長）、伴義夫（全国工業高校長

会理事）、渡辺幹雄（都道府県教育庁協議会第一部会

主査）、杉原猪佐雄（都道府県教委等指導事務主管部

課長）の 8 人である 27。梅根氏は、国の学習指導要領

は大綱的基準を示すのにとどめ、細部は都道府県や

現場に任せるべきだと主張し、太田氏は教員養成の

体系が十分でないことを指摘した 28。教委、校長会は

改訂の方針に対して具体的な提案を行った 29。特に、

森氏は「ほぼ十ヵ年の一貫国民教育」という構想は義

務教育が一年延長されるという誤解を与えかねない

ので削除するよう、また、総合的科目の新設は理科と

社会で反対があるため避けるよう要請した 30。 
同年 10 月 6 日に教課審は「審議のまとめ―教育課

程の基準の改善について―」を公表した 31。改訂のね

らいは①人間性豊かな児童生徒の育成、②ゆとりあ

るしかも充実した学校生活、③国民として必要な基

礎的・基本的内容の重視と、個性や能力に応じた教育

の 3 点だと示され、初の授業時数削減が実現した 32。

また、改訂の目玉は高校であると言われ、低学年で基

本的内容を必修で学び、高学年で多様な選択履修を

行う構想がたてられていたものの、低学年の総合科

目の構想は「中間まとめ」から大きく後退し、「十年

間の国民教育」という文言も削除された 33。小学校低

学年の社会、理科の統合も見送られている 34。 
同年 11 月 8 日に「教育課程の改善に関する意見を

聞く会」を開催し、「審議のまとめ」に対する意見聴

取を行った 35。出席者は 7 月に開催された「教育課程

の改善に関する意見を聞く会」と同様、学者、校長会、

教育行政担当者の 8 人であり、梅根悟（日本教育学

会会長）、太田善麿（日本教育大学協会会長、東京学

芸大学長）、外川正勝（全国連合小学校長会会長）、谷

合良治（全日本中学校長会会長）、森武夫（全国高等

学校長協会会長）、直井繁（全国商業高等学校長協会

理事長）、渡辺幹雄（都道府県教育庁協議会第一部会

主査）、杉原猪佐雄（都道府県教育委員会等指導事務

主管部課長会会長）である 36。「審議のまとめ」に対

しては、「家庭科の男女共修をすすめる会」の市川房

枝氏らが、高校家庭科が現行通り女子のみ必修にな

ったことについて、文部省に対し強く抗議を行った 37。

同年 12 月 18 日には教課審によって、「小学校、中学

校及び高等学校の教育課程の基準の改善について」

が答申された 38。 
 1977 年 6 月 8 日には文部省が小学校、中学校の学

習指導要領案を発表し 39、発表案に対し都道府県教委

から意見を求めたり、ブロック別に開催中の教育課

程伝達講習会での反応を見たりした上で 40、1977 年

7 月 23 日に新学習指導要領案を部分修正し、告示し

た 41。また、小学校、中学校から約 1 年遅れで高等学

校の学習指導要領案が発表され 42、1978 年 8 月 30 日

に、高等学校学習指導要領が告示された（水原 2010：
581）。 
以上の経過から現職教員の意見聴取の機会を整理

すると以下のようになる。まず 1973 年 11 月に諮問

が行われてから、「中間まとめ」を発表する前のタイ

ミングで、「教育課程改善ブロック別懇談会」を開催

し、全国の現職教員と委員が実際に対話する場を設

けている。「中間まとめ」公表後も、教課審委員が全

国の小・中・高校の訪問を行ったり、「教育課程の改

善に関する意見を聞く会」を開催して校長会の代表

等から現場目線の意見を聴取したりしている。1976
年 10 月の「審議のまとめ」公表後にも再び「教育課

程の改善に関する意見を聞く会」を開催している。

1976 年 12 月に答申がなされ、1977 年 6 月に学習指

導要領案が発表された後も、都道府県教委に対して

意見を求める等積極的に意見聴取を行っている。以

上の流れを図示すると、以下の図 1 のようになる。 
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め」に対しては日教組から批判的見解が発表されて

いる 23。日教組の槙枝委員長の談話では、「中間まと

め」は今日の教育の状況を鑑み、国民からの批判を反

映し、改善に向けての取り組みが見られているもの

の、教育課程の編成の主体が学校であることに触れ

ていない点や、民主教育の理念が意図的に削除され

ている点等が問題点として挙げられている 24。 
同年 11 月末から 12 月初旬にかけて、教課審委員

の代表が手分けをして青森、栃木、岡山、鹿児島等全

国の小中高の訪問を行い、現職教員から意見聴取を

行った 25。また、「教育課程の改善に関する意見を聞

く会」を 1976 年 7 月 21 日に開催し、学者、教育委

員会、校長会等関係団体からの意見聴取を行った 26。

意見聴取されたのは、梅根悟（日本教育学会長）、太

田善麿（日本教育大学協会長）、外川正勝（全国連合

小学校長会長）、谷合良治（全日本中学校長会長）、森

武夫（全国高校長協会長）、伴義夫（全国工業高校長

会理事）、渡辺幹雄（都道府県教育庁協議会第一部会

主査）、杉原猪佐雄（都道府県教委等指導事務主管部

課長）の 8 人である 27。梅根氏は、国の学習指導要領

は大綱的基準を示すのにとどめ、細部は都道府県や

現場に任せるべきだと主張し、太田氏は教員養成の

体系が十分でないことを指摘した 28。教委、校長会は

改訂の方針に対して具体的な提案を行った 29。特に、

森氏は「ほぼ十ヵ年の一貫国民教育」という構想は義

務教育が一年延長されるという誤解を与えかねない

ので削除するよう、また、総合的科目の新設は理科と

社会で反対があるため避けるよう要請した 30。 
同年 10 月 6 日に教課審は「審議のまとめ―教育課

程の基準の改善について―」を公表した 31。改訂のね

らいは①人間性豊かな児童生徒の育成、②ゆとりあ

るしかも充実した学校生活、③国民として必要な基

礎的・基本的内容の重視と、個性や能力に応じた教育

の 3 点だと示され、初の授業時数削減が実現した 32。

また、改訂の目玉は高校であると言われ、低学年で基

本的内容を必修で学び、高学年で多様な選択履修を

行う構想がたてられていたものの、低学年の総合科

目の構想は「中間まとめ」から大きく後退し、「十年

間の国民教育」という文言も削除された 33。小学校低

学年の社会、理科の統合も見送られている 34。 
同年 11 月 8 日に「教育課程の改善に関する意見を

聞く会」を開催し、「審議のまとめ」に対する意見聴

取を行った 35。出席者は 7 月に開催された「教育課程

の改善に関する意見を聞く会」と同様、学者、校長会、

教育行政担当者の 8 人であり、梅根悟（日本教育学

会会長）、太田善麿（日本教育大学協会会長、東京学

芸大学長）、外川正勝（全国連合小学校長会会長）、谷

合良治（全日本中学校長会会長）、森武夫（全国高等

学校長協会会長）、直井繁（全国商業高等学校長協会

理事長）、渡辺幹雄（都道府県教育庁協議会第一部会

主査）、杉原猪佐雄（都道府県教育委員会等指導事務

主管部課長会会長）である 36。「審議のまとめ」に対

しては、「家庭科の男女共修をすすめる会」の市川房

枝氏らが、高校家庭科が現行通り女子のみ必修にな

ったことについて、文部省に対し強く抗議を行った 37。

同年 12 月 18 日には教課審によって、「小学校、中学

校及び高等学校の教育課程の基準の改善について」

が答申された 38。 
 1977 年 6 月 8 日には文部省が小学校、中学校の学

習指導要領案を発表し 39、発表案に対し都道府県教委

から意見を求めたり、ブロック別に開催中の教育課

程伝達講習会での反応を見たりした上で 40、1977 年

7 月 23 日に新学習指導要領案を部分修正し、告示し

た 41。また、小学校、中学校から約 1 年遅れで高等学

校の学習指導要領案が発表され 42、1978 年 8 月 30 日

に、高等学校学習指導要領が告示された（水原 2010：
581）。 
以上の経過から現職教員の意見聴取の機会を整理

すると以下のようになる。まず 1973 年 11 月に諮問

が行われてから、「中間まとめ」を発表する前のタイ

ミングで、「教育課程改善ブロック別懇談会」を開催

し、全国の現職教員と委員が実際に対話する場を設

けている。「中間まとめ」公表後も、教課審委員が全

国の小・中・高校の訪問を行ったり、「教育課程の改

善に関する意見を聞く会」を開催して校長会の代表

等から現場目線の意見を聴取したりしている。1976
年 10 月の「審議のまとめ」公表後にも再び「教育課

程の改善に関する意見を聞く会」を開催している。

1976 年 12 月に答申がなされ、1977 年 6 月に学習指

導要領案が発表された後も、都道府県教委に対して

意見を求める等積極的に意見聴取を行っている。以

上の流れを図示すると、以下の図 1 のようになる。 
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他の改訂と比べ、現職教員からの意見聴取の機会

が多く、タイミングも本格的な審議に入る前から実

施されている点や、東京や首都圏に限らず全国の現

職教員との対話の場を持とうとしている点が特徴的

である。 

 
図 1 1977、78 年改訂のプロセスと意見聴取のタイ

ミング（筆者作成） 
 
3. 小学校低学年合科に関する議論の審議過程 

 

3-1. 四六答申 

1977、78 年改訂で小学校低学年の理科と社会の合

科という案が出された直接的な背景として、「四六答

申」と呼ばれる 1971 年の中教審答申の存在が挙げら

れる。 
1967 年 7 月 3 日に、劔木文相は、「今後における学

校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策につ

いて」を諮問した。この諮問は、戦後 20 年以上が経

ったことから教育制度や内容の改善を図ることを目

的としたものであった。約 4 年後となる 1971 年 6 月

11 日に、中央教育審議会は答申を発表した。この答

申は通称「四六答申」と呼ばれる。答申内容は、中教

審会長であった森戸辰男が「第三の教育改革」と宣言

するように、積極的な改革を促す構想となっている。

その中で、教育課程についても改革案が出されてい

る。特に、小学校段階での基礎力の徹底を図るため、

教育内容の精選や履修教科の再検討を行うことが示

されている。そのため、従来の教科の区分にとらわれ

ず、児童の発達状況に即した教育課程の在り方を検

討することが求められている 43。この提案に関して、

「教科の区分にとらわれない」という記述以上に教

育方法の在り方を規定する文章は答申には記載され

ていないが、合科科目の設置や、今日の生活科を設置

することを提案していると推測されている（水原

1992：522）。 
 
3-2. 諮問から中間まとめ 

本節では、審議の過程で小学校低学年の理科と社

会の合科についてどのような意見が出されたのか、

確認する。1977 年改訂の審議は、1973 年 11 月 21 日

に奥野文相より教課審に諮問がされてから、1976 年

12 月 18 日の答申発表まで行われた。 
 まず、奥野文相から諮問が行われた段階では、小学

校低学年の社会科と理科を合科とするような具体的

な指示はない。児童・生徒の学習負担の適正化や、基

本的事項の指導の徹底などや、教科・科目等の構成に

ついて検討するよう要請されている 44 ものの、合科

的な指導を行う方向性は明示されていない。 
 諮問以降、教課審総会にて審議が行われることに

なる。論文の末尾に掲載した表は、1977 年改訂に向

けた教課審総会の審議経過である。審議は次のよう

な流れで進行した。まず、第 1 回総会では諮問と文

部大臣からの挨拶が行われ、全般的問題に関する自

由討議が行われた。第 2 回総会では、初等中等局長

からの挨拶が行われ、再び全般的問題に関する自由

討議が行われた。第 3 回総会では中教審答申（「四六

答申」）、社会教育審議会答申、同審議会青少年教育分

科会の中間まとめの概要の説明、第 4 回総会では、

諸外国の教育課程の動向や、高校教育・職業教育・定

時制・通信教育の説明、第 5 回総会では学習指導要

領と教科書の関係や教科書検定についての説明、第 6
回総会では授業日数や時数、小・中・高等学校の教育

課程の一貫性についての説明というように、学習指

導要領を検討する上で重要な事項の説明が行われて

から質疑応答と討議という流れで審議された。第7回
から第 14 回総会にかけては高等学校に特化して、第

15 回から第 20 回総会では小学校と中学校も含めた

教育内容について討議が行われた。第21回総会では、

各教科別の小委員会に分かれて検討を行い、結果は

第 22 回、第 23 回総会で報告され、改善案が検討さ
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れた。第 24 回総会では教科書の在り方を教科ごとに

検討し、第 25 回では授業時数に関連して検討が行わ

れた。第26回総会では、教育学者からの意見聴取と、

「教育課程ブロック別懇談会」の結果報告等が行わ

れた。第 27 回では小・中・高等学校の校長会等から

意見聴取が行われた。第 28 回から第 30 回総会では

小・中・高等学校の教育課程について再び討議され、

第31回総会では3つの課題別委員会が設置されるこ

とが決まった。第 32 回総会では、職業教育に関する

委員会、高等学校定時制通信制教育改善研究調査協

力者会議、課題別委員会から報告がなされた。そして

第 33 回、第 34 回総会では「中間まとめ」の案につ

いて話し合われた。 
 
 教課審総会で最初に小学校低学年の教科構成につ

いて意見が出されたのは、第 6 回総会である。具体

的には、委員から「小学校低学年では、理科、社会科

等は必ずしも独立教科とする必要はなく、他の教科

と統合して教えてもよいと考えられるので、小学校

低学年の教科構成については、十分再検討してみる

必要がある。教科構成は子供の発達段階を十分考え

教科に子供を当てはめるのではなく、子供の発達に

対応して教科を考えるということでなければならな

い 45。」という発言がなされている。これに対し、小

学校低学年でも国語や算数で論理性などを指導する

だけでは十分でなく、社会や理科といった経験的な

学習が必要だという意見が出された。また、教科の統

廃合問題についてはメリットとデメリットを十分に

比較検討すべきであり、現行の教育課程で教科の統

廃合が行われなかったのは、統廃合による混乱等の

不利益が大きいからだと、教科の統合には懸念を示

す委員の発言も見られた。 
第 16 回総会では、小学校低学年の新教科として初

めて「生活科」という名称の教科の構想が語られた。

しかし、これは小学校低学年での社会科と理科の合

科という文脈ではなく、道徳教育の充実という文脈

から出たものであり、道徳・社会科・家庭科等の内容

を抽出して構成する「生活科」が提案されている 46。 
 第 17 回総会では、読解力、表現力の乏しい中高生

の存在や、基本的な計算能力が身についていない生

徒の存在を指摘し、小学校では理科や社会よりも国

語や算数を重視すべきだという意見が出された。し

かし、それに対し、国語と算数のみでは不十分であり、

発達段階に応じて自然などについて学ぶことも必要

であるから、理科と社会は独立の教科のまま残すべ

きだという発言も行われている 47。 
 第 20 回総会では、各教科の問題点についての議論

が行われた。理科の議論において、小学校低学年の理

科を合科で行うことへの懸念が述べられている。合

科教育の例として挙げられている「観察」であれば、

単に見るだけでは不十分で、それについて調べたり

することではじめて理科の学習のようになると指摘

している。 
 第 21 回総会では、各教科別の小委員会に分かれ、

分担委員を中心に検討が行われた。社会科小委員会

では、小学校低学年の教科編成に対して具体的な議

論がなされている 48。ある委員から、「小学校低学年

の社会科は知的な学習になりすぎているところに問

題があり、もう少しゆとりのある楽しい学習ができ

るようにすべきである。合科として社会科を位置づ

けることは現在の教師の指導力からみて混乱を生じ、

次期尚早であると思う。」と述べられ、現在の小学校

低学年の社会科には問題があることを指摘しながら

も、今次の改訂で合科とすることには反対している。

この意見に対し、文部省側からは、社会科と理科の合

科として新教科「観察」設置構想があることが明らか

にされた。しかし、これに対し委員からは、社会科は

社会現象、理科は自然事象を対象とするという別々

のねらいがあるため、教科としても分けた方が良い

のではないかと反論された。このような小委員会で

の検討の結果は第 22 回総会で報告され、質疑応答も

行われた。そこでは、小学校低学年では社会科を廃止

すべきではないという意見が出されている一方で、

理科は無くても良いのではないかという意見が出さ

れた。しかし、やはり理科不要論には反論もあり、「理

科」という名称にこだわる必要はないが、理科的な視

点を養うことは必要だという主張も見られる。しか

し、総合的な教科としてしまうと、教員の力量が相当

高くないと扱いきれないのではないか、と合科に反

対する意見が出ている。 
 第23回総会ではさらに踏み込んだ教育活動改善に

ついての討議が行われている。しかし、小学校低学年
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の合科については社会科と理科などを合わせること

は想定されているものの、そのメリット・デメリット

を十分に検討する必要があるという指摘にとどまっ

ている 49。 
1975 年 2 月に全国を 5 ブロックに分割して教課審

委員と現職教員が話し合いを行う「教育課程改善ブ

ロック別懇談会」が行われた。関東甲信静地区で小学

校の社会に対し「小学校段階は各学年とも指導内容

をしぼれ」という意見が茨城県の教員から出された。

また、理科に対して「精選を行い、児童自身による実

験・観察等を主とした学習ができるようにせよ」、「低

学年の合科統合は各学校で考えること」という意見

がやはり茨城県から出された 50。 
また、第 26 回総会では教育学者からの意見聴取も

行った。出席者は、梅根悟（和光大学長）、重松鷹泰

（東京都立教育研究所長）、細谷俊夫（立大教授）、上

田薫（立大教授）である。4 人のうち、小学校低学年

の教科編成に触れたのは細谷氏である。細谷氏は、

「小学校低学年では、国語、算数、図画工作、音楽な

どを重視するが、社会、理科は再編成が必要で、特に

1～3 年はやめてもいい。」と発言している 51。 
第 27 回総会では小・中・高等学校長からの意見聴

取を行った。全国連合小学校長会は低学年の理科と

社会科の教育内容の改善を要請した 52。 
第30回総会では未だに解決していない問題を特に

審議する課題別委員会を設置することになった 53。そ

の課題別委員会では、第一委員会として理科と社会

を中心とした小学校低学年の教科構成が検討される

ことになる。委員会での審議結果は第 32 回総会で発

表され、質疑応答が行われた 54。議事概要に報告内容

は掲載されていないが、質疑応答で「小学校の第 1 学

年について統合教科を設けようとする趣旨はどこに

あるのか。」という質問が出ていることや、それに対

して、「第一委員会で審議された考え方としては、社

会や理科という教科を単に合わせただけのものを考

えようというのではなく、社会科及び理科の内容を

中心として子供の身近かな環境について学んだこと

が上級学年の教科につながるような教科を考えてみ

てはどうかということである。」という応答があった

ことから、第一委員会としては小学校 1 年生で新た

に現行の社会科と理科を合わせた教科の設置を提案

していたようだ。しかし、これは教科構成の本質にも

関わる難しい問題であるため、十分な研究が必要で

あるとまとめられている。 
以上のような審議を経て、1975 年 10 月 18 日に「中

間まとめ」が発表された。「中間まとめ」では、小学

校の教科・科目の構成に関し、以下のように記述して

いる 55。 
 

小学校低学年については、児童の具体的な

活動を通して知識・技術の習得や態度・習慣の

育成を図ることを重視する観点から、第一学

年及び第二学年の各教科等のうち、特に現行

の社会科及び理科の内容について、なお、これ

らの学年における内容の在り方や学習の実態

等からみた問題点を検討する。これと併せて、

第一学年においては、この学年段階における

社会及び自然に関する観察力や思考力を育て

るためには、より広い見地に立って効果的な

指導ができるよう、社会科及び理科の内容を

中心として、例えば、児童が自分たちをとりま

いている社会的及び自然的な環境について学

習することを共通のねらいとするような目標

と内容をもった新しい教科を設けることにつ

いても研究してみる必要がある。（下線筆者） 
 
つまり、小学校低学年で社会科と理科の合科に相

当する新教科の設置の構想と、今後研究を行う旨が

発表されているのである。 
 
3-3. 中間まとめから審議のまとめ 

1976 年 7 月 27 日には「教育課程改善に関する意見

を聞く会」が開催された。そこでは杉原猪佐雄（都道

府県教委等指導部課長会長）、外川正勝（全国連合小

学校長会長）から、小学校低学年の教科再編に関する

意見が出された 56。 
杉原氏は、幼稚園から来たばかりの生徒が突然分

科された教科の学習を行うのは不自然ではあると認

めつつ、教科の「総合」は現場の実情に合わないので

やめるよう主張した。しかし、現在の教育課程でも

「合科」は可能であるのだから、これを積極化し、行

政も援助するべきだと述べている。 
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 外川氏は、小学校低学年の社会、理科を中心とする

新教科については、実践研究や施設が不十分である

ことから、基本的には現行の教科編成のままとして、

合科的指導法などで効果を高めていくのが妥当だろ

うと述べている。 
 両者に共通しているのは、今回の改訂で社会科と

理科を統合した新教科を設置するのは現場の実情や

実践の蓄積の不十分さから見ても時期尚早であり、

当面は現行のままの教科構成にし、その中で合科的

な指導の実践を積み重ねていくべきだという見解で

ある。 
1976 年 10 月 6 日に、教課審は「審議のまとめ」を

発表した。「審議のまとめ」では、「中間まとめ」発表

後の審議の経過について以下のように説明している。 
 

小学校低学年の教科編成については、教育

界の中から教科の改廃を含む提案や教科編成

は現行どおりとして学校における合科的な指

導の充実を図るべきであるという提案などが

なされている。本審議会は、このような提案を

ふまえながら、小学校低学年の教科編成等に

関する小委員会を設け、また、小学校第一学年

の新教科の研究を専門家に委嘱し、その研究

結果などを基に検討した結果、国の基準とし

て当面は各教科等の目標と内容を明らかにし

つつ、学校の創意工夫による合科的な指導を

さらに推進する方途を講ずることが現実的で

あるという結論に達しているが、なお、今後低

学年の教科編成の在り方について研究と試行

を重ねていく必要があると考えられる。 
   （下線筆者） 
 
上記のように、小学校低学年の教科編成を改善し、

合科的な指導を行うべきという問題意識は保ちなが

らも、今次の改訂では教科編成を変更することはせ

ず、各学校の工夫に任せるという結論を出している。

また、社会科の小学校における改善事項として、 
 

内容の構成に当たっては、単に従来のよう

に知識を中心とした学習に偏らないように配

慮し、身近な事物や環境を具体的に観察し、

実現する学習活動が十分行われるようにし、

また、実際の指導において他の教科との合科

的な指導が従来以上に行われやすいように配

慮する。（下線筆者） 
 
と記されており、合科的な指導を推奨しているもの

の、強制はしない姿勢が示されている。合科的な指導

を推奨する記述は、小学校低学年の理科でも同様に

存在する 57。 
 そして、答申や、最終的な学習指導要領にも「審議

のまとめ」で示された合科的な指導を行うという方

針が受け継がれていく。 
 
4. 課題と考察 

 
まず、「四六答申」では小学校の教科編成について

再検討するような要請から理科と社会の合科が暗に

示唆されていたと指摘されているものの、理科と社

会を合科するという方向性は明文化されていなかっ

た。次に、審議経過を見てみると、総会の序盤から小

学校の理科と社会の合科が提案されてはいたものの、

現場の実情等に配慮し、時期尚早ではないかと懸念

する声が挙げられていた。そして、小学校の教科構成

を特に審議する第一委員会が設置された。第一委員

会では理科と社会科を合わせた新教科の設置を構想

していたことから、「中間まとめ」では社会的及び自

然的な環境について学ぶ新教科の設置の検討が公表

された。しかし、その後行われた「教育課程改善に関

する意見を聞く会」では都道府県教委と校長会の代

表者から、教科の構成は現行のままとして、合科的な

指導を促進するような措置にとどめるよう要請され

ている。そして、「審議のまとめ」では教科構成は現

行通りとしながらも合科的な指導を推奨する内容と

なった。そして、この方針が最終的に新学習指導要領

に受け継がれた。 
以上の調査結果から、1977 年改訂のための小学校

低学年の理科と社会の合科に関する議論は、理科と

社会の教育内容を改善しなければならないという問

題意識を抱えながらも、大幅な教科編成の変更は現

場に混乱を与えかねないことを考慮しつつ審議を行

い、最終的には現職教員等からの意見聴取を行った
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あるという結論に達しているが、なお、今後低
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上記のように、小学校低学年の教科編成を改善し、

合科的な指導を行うべきという問題意識は保ちなが

らも、今次の改訂では教科編成を変更することはせ

ず、各学校の工夫に任せるという結論を出している。
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慮する。（下線筆者） 
 
と記されており、合科的な指導を推奨しているもの

の、強制はしない姿勢が示されている。合科的な指導

を推奨する記述は、小学校低学年の理科でも同様に

存在する 57。 
 そして、答申や、最終的な学習指導要領にも「審議

のまとめ」で示された合科的な指導を行うという方

針が受け継がれていく。 
 
4. 課題と考察 

 
まず、「四六答申」では小学校の教科編成について

再検討するような要請から理科と社会の合科が暗に

示唆されていたと指摘されているものの、理科と社

会を合科するという方向性は明文化されていなかっ

た。次に、審議経過を見てみると、総会の序盤から小

学校の理科と社会の合科が提案されてはいたものの、

現場の実情等に配慮し、時期尚早ではないかと懸念

する声が挙げられていた。そして、小学校の教科構成

を特に審議する第一委員会が設置された。第一委員

会では理科と社会科を合わせた新教科の設置を構想

していたことから、「中間まとめ」では社会的及び自

然的な環境について学ぶ新教科の設置の検討が公表

された。しかし、その後行われた「教育課程改善に関

する意見を聞く会」では都道府県教委と校長会の代

表者から、教科の構成は現行のままとして、合科的な

指導を促進するような措置にとどめるよう要請され

ている。そして、「審議のまとめ」では教科構成は現

行通りとしながらも合科的な指導を推奨する内容と

なった。そして、この方針が最終的に新学習指導要領

に受け継がれた。 
以上の調査結果から、1977 年改訂のための小学校

低学年の理科と社会の合科に関する議論は、理科と

社会の教育内容を改善しなければならないという問

題意識を抱えながらも、大幅な教科編成の変更は現

場に混乱を与えかねないことを考慮しつつ審議を行

い、最終的には現職教員等からの意見聴取を行った
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上で現行の教科編成と決定したことが明らかになっ

た。 
この結論より、1977 年改訂で小学校低学年の理科

と社会の合科の非決定の要因として、現場への配慮

や現職教員からの意見聴取の存在の可能性を示すこ

とができる。教育行政は学校現場の声が反映されて

いない（堀内 1989：189）と考えられがちではあった

が、必ずしもそうとは言い切れない事例があること

が本研究では証明できた。これは、公共政策学の考え

方である、知識活用という視点の研究にもつながる。

つまり、1977 年改訂では現場への配慮を行ったり、

現職教員からの意見聴取をしたりしたということか

ら、現場での知見を活用した可能性があると考えら

れる。また、行政学での審議会研究では、審議会とは

官僚にとって都合の良い結論を導き出すための機関

であるとみなされ「行政の隠れ蓑」であると指摘され

ることが多い（秋吉 2017：102）。しかし、1977 年改

訂での理科と社会の合科の非決定の事例のように、

教科編成の変更が「四六答申」で企図されていながら

も、教育現場での実情や変更後の混乱を懸念して改

革が実行に移されないケースが明らかになった。そ

のため、審議会も決められた結論に向かって議論す

るだけではなく、審議の中で方針が変更される場合

もあるのだと言える。 
これまで、学習指導要領の政策過程に関する研究

は、学習指導要領改訂と社会的背景、特に政治的背景

との関連を示すものが中心であった。これらの先行

研究が注目している学習指導要領改訂に関するアク

ターは文部省、政権与党が主であった。しかし、学習

指導要領改訂に関わるアクターは、これにとどまら

ない。また、学習指導要領に関わらず、教育政策の形

成に関わるアクターは、与党・文部省（文部科学省）・

各種の審議会・関係省庁といった直接政策形成に関

与する立場の者だけではなく、教職員団体や PTA 等

の保護者の組織など政策に間接的に影響を及ぼす立

場の者も含まれる（市川 1994）。しかし、後者に焦点

を当てた研究は先行研究ではあまり見られないが、

研究を行う価値は高いと考えられる。教育政策形成

過程における意思決定の仕方や現職教員との合意形

成の在り方に関する有益な知見を得ることができれ

ば、今後は政策形成段階で行政と現職教員の合意に

達する在り方を示唆できるという社会的意義も持つ。

現職教員は国の教育政策である学習指導要領に基づ

き授業や教育活動を学校で実施するという役割を担

っている。このように、最前線の現場で職務を遂行す

る公務員は、リプスキーによれば「ストリートレベル

の官僚」とみなされ、大きな裁量を持っている（藤原

2012：182-183）。つまり、現職教員は政策に合意して

いない場合、自身の持つ裁量により、実施段階で本来

の趣旨を骨抜きにするような行動をとることが可能

である。そのため、政策を形成から実施にかけて円滑

に遂行するためには、行政とストリートレベルの官

僚が政策形成段階で合意に達する在り方を検討する

ことが必要だろう。また、現職教員が審議過程でどの

ような役割を持っているかという知見を示すことが

できれば、「ストリートレベルの官僚」がどのように

政策形成に関与したかを示すことにもなり、「ストリ

ートレベルの官僚」論といった行政学の分野にも学

問的貢献をし得る。 
本研究での課題として史料的制約がある。議事録

をはじめとした行政資料は多くが非公開となってい

た上に、公開・発見されている議事録は、発言内容は

記されていても発言者は不明であるものがほとんど

である。本研究で情報開示制度を用いて入手した

1977、78 年改訂のための議事概要も、発言者の記載

はなかった。そのため、審議経過を内容から窺い知る

ことは可能であるが、現職教員である委員がどのよ

うな発言をできたのか、といった検討を行うことは

できなかった。この限界を乗り越えるためには、審議

会に出席していた委員が所有している議事録に発言

者の情報等メモが記されていないか、そしてそのよ

うな史料を所有している委員が存在しているかどう

かを調査する必要がある。また、審議会の委員や当時

の教育行政関係者にインタビューをするのも有効な

手段だろう。 
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10 月 8 日、pp.4-24 
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1977 年学習指導要領改訂における 「小学校低学年の理科と社会の合科非決定」の審議過程での現職教員への意見聴取




